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本報告書は、厚生労働省の障害者対策総合研究委託事業による

委託業務として、梶浦一郎が実施した平成 26 年度「重症心身障害

児・者の身体特性を考慮した新規体幹保持装具による姿勢保持能

力の開発」の成果を取りまとめたものです。 
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Ａ．研究目的 

重症心身障害児・者の体幹保持機能障害は日常

生活に多大な影響をもたらす。このような障害者

の姿勢運動異常を是正、生活機能の向上の実現を

目指し、重症心身障害児・者の全身性障害を考慮

した新規体幹保持装具を用いて体幹保持機能改

善を図る。また身体・生活機能の客観的評価法を

確立し介護体制との適合化を目的とする。 

客観的機能評価の確立では従来困難であった

障害者の日常生活動作での評価を行い新規体幹

保持装具の有効性を詳細に評価する。介護体制と

の適合化では新規体幹保持装具による介護者へ

の影響や従来の装具との比較調査を実施する。 

Ｂ．研究方法 

重症心身障害児・者への新規体幹保持装具を用

いた身体的変化および生活機能において評価を

行う。また既存の理学療法へのフィードバックを 

 

 

 

 

 

 
 

行う。身体・生活機能の客観的評価方法の開発で

は従来の主観的評価でなく圧力センサーや動作

解析ツールを用いた新たな客観的評価方法を開

発する。介護体制との適合化では、新規体幹保持 

装具による効果を従来の介護体制との適合化

を計り、従来の装具との比較調査を実施する。 

（倫理面への配慮） 

研究責任者及び分担者は、被験者の人権の保護

の観点から被験者の健康状態、症状、年齢、性別、 

同意能力等を十分考慮し、本研究への参加を求め

ることの適否については慎重に検討する。また 

社会的に弱い立場にある者を被験者とする場合に

は、特に慎重な配慮を払うこととする。 

外来及び入院において同意説明を行い、被験者

本人による同意を得る。研究責任者又は分担者は、

本研究への参加候補となる被験者本人に対して、

南大阪小児リハビリテーション病院倫理委員会作

成の同意説明文書を提供し、文書と口頭で十分な

説明を行った後、本研究への参加の同意を文書で

取得する。被験者本人の自由意思に基づく文書に

よる同意を得る。被験者が説明の理解と同意能力

が有しない場合は、被験者が未成年であれば保護

者、成人あるいは保護者不在であれば法定後見人

による同意取得を行う。同意取得にあたり研究責

任者等は被験者に強制するなどにより、不利益、

危険性等、被験者に不当な影響を及ぼすことの無

いように留意する。また得られたデータは個人情報

として扱われるべきものであるため、そのデータ管

理にはセキュリティーを十分考慮する。 

 

研究要旨 

 重症心身障害児・者における体幹保持機能障害に対して新規体幹保持機能装具を用いた姿勢保

持能力の開発およびその客観的な正確な評価を行うことを目的とし、それを行った。 

 

重症心身障害児・者の身体特性を考慮した新規体幹保持装具による姿勢保持能力の開発に関する研究 

研究代表者 梶浦 一郎 社会福祉法人愛徳福祉会 南大阪小児リハビリテーション病院理事長 

菅本一臣・大阪大学大学院医学系研究科運動器バ
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Ｃ．研究結果 

体幹保持機能障害を有する障害者８名の新規体

幹保持装具と体表面の接触圧を共同研究者の吉田

らに解析を行わせた。その結果我々の開発した新

規体幹保持装具の体との接触圧は従来の硬性装具

より低くまた装具全体で均一に圧がかかってい

た。 

障害者の日常生活動作の客観的評価方法の確立

として、３２名の障害者の座位での座圧の装具に

よる変化を計測し共同研究者の竹本らに解析を行

わせた。座圧は装具装着により均一化を認め、装

具による座位バランスの改善を定量的に証明でき

た。また口腔機能として咬合力を１２名に対して

計測し、装具による咬合力の改善を認めた。 

１１名の体幹保持機能障害を有する障害者のＸ

線およびＣＴ画像から３次元画像解析を共同研究

者の菅本に解析を行わせた。体幹変形は回旋変形

が終椎上部で大きく、回旋への装具の影響を考慮

する必要があることが判明した。 

介護体制の適合化、体幹保持機能改善のための

検討会として講習会（平成２７年１月）および研

究会学術集会（平成２７年２月）を行った。 

 

Ｄ．考察 

 新規体幹保持装具が従来の硬性装具と異なる特

性を有していた。ＣＴ画像解析からも障害者の体

幹変形は回旋を伴う高度な変形が大きく本装具が

障害者の体幹保持機能障害に対する最適の装具と

なりうる可能性が示唆された。また体幹保持機能

を改善することで今回得られた日常生活動作以外

にも様々な効果がある可能性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

 障害者に対する新規体幹保持装具は従来の装具

と異なる特性を有し、安全性の高いものであった。

また体幹機能改善を圧力による定量的評価だけで

なく口腔機能の改善も定量的に評価し改善を認め 

 

た。ＣＴ解析からも高度な変形に対して有用な装

具となりうると考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

南大阪小児リハビリテーション病院倫理委員

会作成の同意説明文書を提供し、文書と口頭で十

分な説明を行った後、本研究への参加の同意を文

書で取得する。装具作成、計測時には立会い、症

状に異変を生じた場合は速やかに計測を中止す

る。X 線被曝に関しては治療上 CT 撮影の必要な

症例のみを対象としており、装着時非装着時の 2

回の CT 撮影を行うため、撮影線量を低減して全

被曝量の増加を抑えるようにしている。治療効果

を正確に判定する目的があるとはいえ被験者に危

険を及ぼす可能性があるために、インフォームドコ

ンセントを得る必要がある。 
 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

・神経筋疾患の脊柱変形に対する動的脊柱装具治

療におけるドロップアウト症例の検証.近畿小児

整形外科。 2014; 27:18-20。 

・Prader-Willi症候群における脊柱側弯症に対す 

る動的脊柱装具(DSB)治療の少経験.近畿小児整

形外科。 2014; 27:21-24。 

2.  学会発表 
研究期間が短くなし 

今後発表予定である 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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Ａ．研究目的 
障害者の体幹保持機能障害は日常生活に多大な影

響をもたらすが、その治療方法は確立していない。

装具治療に関しては従来の健常者に用いられる硬性

装具は障害者の特性が反映されておらず障害者が長

時間装着することは困難である。我々が開発した新

規体幹保持装具は障害者の特性を反映し長時間の装

着が可能となっている。一方でその装具特性の詳細

な検討が必要であり、体の表面と装具との接触圧を

直接測定することで装具特性を検証し装具形状など

の最適化につなげることを目的としている。 

Ｂ．研究方法 

 圧力測定装置（株式会社エイエムアイ・テクノ型

式 A0010T）を用いて体の表面と装具の接触点の圧を

圧センサーで直接経時的に測定した。新規体幹保持

装具と比較対象として健常児の特発性側弯症に用い

られる Boston 装具をオーダーメイドで個々に作成

し計測した。測定はそれぞれの装具の内側１０点に

圧センサーを付け、その状態で日常的に用いている

バギー、車椅子などを利用した座位にて計測した。

３０分間の継続した測定を行い、１０分間は安静、

次の１０分間は絵本を見る、音楽を効くなどの静的

活動、最後の１０分間は簡単な手操作を行う、絵本

をめくる、キーボードを触るなどの動的活動をおこ

なった。対象は体幹機能障害を有する障害者８名（男

性４名、女性４名）とした。疾患は脳性麻痺５名、

レット症候群２名、急性脳症後遺症１名であり平均

年齢１６歳であった。 
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重症心身障害児・者への新規体幹保持装具を用いた体幹保持機能評価および装具特

性に関する研究     

研究分担者 吉田 清志 大阪大学大学院医学系研究科 整形外科 特任助教 

      山野 洋一 南大阪小児リハビリテーション病院 研究員 

 
研究要旨  

新規体幹保持装具は障害者が継続して装着可能な従来にない装具である。その装具特性を詳細

に調査し、得られたデータから装具修飾パーツの最適化を行う。 



 

 
対象者の粗大運動能力分類はレベル II 2 名、IV6

名、V１名であった。単純Ｘ線での Cobb 角は 19 度

から 122 度と軽症から重症例までを対象とした。 

（倫理面への配慮） 

南大阪小児リハビリテーション病院倫理委員会

作成の同意説明文書を提供し、文書と口頭で十分

な説明を行った後、本研究への参加の同意を文書

で取得する。装具作成、計測時には立会い、症状

に異変を生じた場合は速やかに計測を中止する。 
 

C.研究結果 
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新規体幹装具接触圧の継時的変化（１０ケ所） 
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新規体幹保持装具での平均接触圧（１０カ所）  

新規体幹保持装具での接触圧は行動による変動が

大きく、装具の部位でも体幹全体に低い圧がかかっ

ている。 

新規体幹保持装具の接触圧は比較的均一で動作に

よる変動は大きかった。 
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Boston 装具接触圧の継時的変化（１０カ所） 
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従来の Boston 装具での平均接触圧（１０カ所） 
 
 従来のBoston装具では行動による変動は新規

体幹保持装具に比べて乏しく、ベースの接触圧が

高かった。また装具の部位で見ると特定の部位の

接触圧が有意に高かった。 



 

 

 

    安静座位１０分間の接触圧の平均値 

 

 
   絵本読み１０分間の接触圧の平均値 

 

 

 新規体幹保持装具では測定部位による接触圧の差 

が小さく、Boston 装具では特定の部位での接触圧が 

高値であった。 

 

Ｄ．考察 

障害者における体幹保持機能障害に対する装具 

治療の有効性は確立していない。従来の装具では 

障害者の身体特性や知的障害などが考慮されてい 

ないため、装着時の不快感や褥瘡の発生などで 

継続しての装着が困難であった。 

 本研究結果からも従来の硬性装具の Boston 装具 

では体との接触圧は安静時でも高く、さらに体の 

一部の場所との接触圧が有意に高かった。これは 

硬性装具のため圧力が体幹の変形点に集中するため 

と考えられた。このような高い圧の持続が褥瘡発生 

の原因であると推察される。 

 一方で我々の開発した新規体幹保持装具は動的な 

装具であるため安静時の接触圧は Boston 装具に 

比べて低値であり、装具全体の圧が比較的に均一 

であった。これは静的に体幹を固定せず動的にたわみ

を利用するという本装具の特性を証明していると考

えられた。本装具の褥瘡の発生率が非常に低いことも

体との接触圧が全体で均一のためであると考えられ

た。 

 

E．結論 

新規体幹保持装具は従来の硬性装具に比べて体と

の接触部分での圧が安静時に低く、また装具全体の圧

が均一な傾向を認めた。今後の本装具の特性を考慮し

修飾パーツの形状・規格化を行う予定である。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 
 なし 
 2.  学会発表 
なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得  

なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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Ａ．研究目的 
障害者の体幹保持機能障害は日常生活に多大な

影響をもたらすが、その評価方法は確立していな

い。我々が開発した新規体幹保持装具はアンケート

では姿勢の改善を認めるが、その体幹保持機能にお

よぼす特性などは明らかになっていない。新規客観

的評価方法を用いて日常生活動作を評価し、有効性

を検討した。 

Ｂ．研究方法 

継続して新規体幹保持機能装具を装着可能であり

前もたれ座位が可能な障害者の体幹機能を評価し

た。対象は側弯症を有する障害者３２名（男性１１

名、女性２１名）とした。平均年齢は１３．６歳、

平均 Cobb 角は 44.8 度、装具装着 Cobb 角は 36.4

度であった。側弯の形状はシングルカーブが 19

例(その内、運動機能が立位レベルが 9 例)、ダブ

ルカーブは 11 例(その内、運動機能が立位レベル

が 5 例)であった。 

座圧は圧力分布測定システム（I-SCAN ver 

5.87® Tekscan）のセンサーシート（BIG-MAT 

P3B 1300® ニッタ）を用いて装具装着の有無に

おける荷重値の左右差を測定し検討した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定姿勢は１)足底が接地している２)股・膝関節

90°屈曲位をできるだけ保持する。3)机を剣状突

起の高さに合わせる。4)殿裂を座圧シートの中央

に合わせた。 

圧力分布図は殿裂を中心に、4つに分割し前後・

左右の値を出した。左右＝(AC-BD)/(ABCD)。これ

を装具装着の有無による差を比較・検討した。 

 

 咬合力は１２名（男性４名、女性８名）を対象

に計測し測定は椅座位で行い、咬合力はオクルー

ザルフォースメーター(長野計器製)で測定した 

平均年齢は 11.3 歳、平均 Cobb 角は 39.4 度、装

具装着 Cobb 角は 23.7 度であった。 

 

障害児の身体・生活機能の客観的評価方法の開発に関する研究  

研究分担者 竹本 潔 南大阪小児リハビリテーション病院 部長 

      濱崎俊光・国立循環器病研究センター先進医療・治験推進部 室長 

       仲井朝美・岐阜大学工学機械システム工学科 

 研究要旨  

新規体幹保持装具は障害者の様々な日常生活動作での改善をアンケート評価にて認めてい

る。アンケートは主観的評価のため客観的評価として、姿勢は圧力センサーを用いて、口腔機

能は咬合力計を用いて定量的に詳細に評価し、新規体幹保持装具の影響を検討した。さらに危

惧される呼吸機能への影響も定量的に計測した。 



 

 
測定部位は第一大臼歯とした。装具装着前後で

それぞれ左右 3 回ずつ計測し平均値を算出した。 

咬合力（KN）は左右の平均値のうち、大きい値を

各対象の咬合力とした。 

また装具による呼吸機能への影響を評価するた

め装具装着、非装着にて SpO2, PCO2、呼吸数、

一回換気量、分時換気量を計測した。 

（倫理面への配慮） 

南大阪小児リハビリテーション病院倫理委員会

作成の同意説明文書を提供し、文書と口頭で十分

な説明を行った後、本研究への参加の同意を文書

で取得する。計測により脊椎由来の症状が悪化す

る危険性への対策として、計測時に必ず分担研究

者が立会い、症状の変化に注意を払いながら計測

を行うこととし、症状に異変を生じた場合は速や

かに計測を中止する。 

 

Ｃ．研究結果 

 座圧に関しては装具非装着と装具装着時を比較す

ると ３２例中３０例で圧力の左右差の減少を認

め、統計学的に有意差を認めた(p<0.05) 。 

 

     装具による座圧の変化 

 

装具非装着     装具装着 

  

 

 

咬合力に関しては装着前後で咬合力は有意に増加

する傾向が認められた（p＜0.01）。 

 

     装具による咬合力の変化 

 

装具非装着     装具装着 

 

 呼吸機能に関しては装具による SpO2, PCO2、呼

吸数、一回換気量、分時換気量の有意差を統計学

的に認めなかった。 

 

Ｄ．考察 

障害者において、座位姿勢の崩れは側彎変形を

悪化し、日常生活に悪影響を及ぼすと報告されて

いる 1)。そのため座位姿勢を改善することは非常

に重要な課題である。このような座位姿勢の崩れ

に対しては、これまで主にシーティングによって

対応されてきた。今回新規体幹保持装具が座位姿

勢に及ぼす影響を座圧分布から分析した結果、装

具を装着することで座圧の左右差が改善し、座圧

が均一化されていることが証明された。また姿勢

と咬合力には関連があると報告されており 2)、新

規体幹保持装具が体幹保持機能を改善だけでな

く口腔機能までも改善していることが客観的に

証明された。Nwaobi ら 3）は、座位姿勢と上肢機

能が相関することを報告しており、以前実施した

アンケートで上肢機能の向上が半数以上で認め

られたことから、上肢機能にも良好な影響を及ぼ

すことが示唆された。 

 



 

 Ｅ．結論 

新規体幹保持装具は臀部での圧力の均一化をもた

らし、それにより体幹保持機能改善を認めると考え

られた。得られたデータから装具構成パーツの最適

化を今後図る予定である。また口腔機能の改善も認

め、呼吸機能への悪影響は認めなかった。 
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Ａ．研究目的 
障害者の体幹保持機能障害の評価は外観や単純Ｘ

線での評価がほとんどである。しかし神経・筋疾患

の脊柱変形は回旋を合併した非常に高度な側弯が多

く２次元での評価は困難である。 

我々の新規体幹保持装具による体幹変化、装具の

矯正効果を高精度な３次元画像解析を用いて解析す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

体幹保持機能障害を有する障害者で、四肢麻痺を

有する 11 例を対象とした。平均年齢は 16.7 歳であ

った。なお脊柱の手術歴のあるものは対象外とし

た。CT 撮影は管電流を低減することで X 線線量

を低減した条件(中間位 120kV, 150mA)で装具装

着時および非装着時をそれぞれ 1 回撮影した。PC

ソフトウェアによる画像解析処理（VR 法)により

脊柱の運動の 3 次元解析を行った。 

 

ボリュームレジストレーション法とは画像上の関

心領域（椎骨）を半自動的に抽出し、装具非装着

時で抽出した関心領域内に配列するボクセル装具

装着時の同関心領域内に配列するボクセル同士の

画素値の類似性に基づいて 3 次元移動量を正確に

算出できる方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 次元解析は、装具装着前後の第 5 腰椎を合わせ、

L5 の椎体後縁の下部中央、椎体前縁の下部中央、

椎体前縁の上部中央から XYZ 軸を抽出した。この

座標軸を基準として、脊柱変形の終椎上部、頂椎、

終椎下部のそれぞれが装具非装着から装着に移動

した回旋角度（°）および移動距離（ｍｍ）を算

出した。 

 また、CT 撮影から 1 カ月以内に撮影されたＸ

線画像から、装具非装着および装着時の Cobb 角

を計測し、矯正角度（=非装着時 Cobb 角－装着時

Cobb 角）を算出し、CT での移動した回旋角度、

移動距離のそれぞれの項目について関連性を調査

した。 

 

新規体幹保持装具を用いた３次元画像評価に関する研究   

研究分担者 菅本 一臣 大阪大学大学院医学系研究科 運動器バイオマテリアル教室 

教授 

 研究要旨  

新規体幹保持装具の装着による体幹の変化を３次元画像解析を用いて評価する。この解析を基

に素材、力学的な装具改善や体幹変形の予防や改善に結びつける。 



 

 （倫理面への配慮） 

 撮影により脊椎由来の症状が悪化する危険性

への対策として、全撮影に必ず分担研究者が立会

い、症状の変化に注意を払いながら撮影を行うこ

ととし、症状に異変を生じた場合は速やかに撮影

を中止する。 

 X 線被曝に関しては治療上 CT 撮影の必要な症

例のみを対象としており、装着時非装着時の 2 回

の CT 撮影を行うため、撮影線量を低減して全被

曝量の増加を抑えるようにしている。治療効果を

正確に判定する目的があるとはいえ被験者に危険を

及ぼす可能性があるために、インフォームドコンセ

ントを得る必要がある。 

 

C. 研究結果 

単純 X 線での計測において非装着時平均 Cobb

角は 101.6°（70～133°）、装着時平均 Cobb 角

は 80.0°（55～105°）、平均矯正角度は 20.6°

（3～43°）であった。 

 CT による３次元解析において回旋角度と部位

について検討した。 

X軸回旋（°） Y軸回旋（°） Z軸回旋（°）
終椎上部 10.2±10.5 9.3±4.4 6.8±6.4
頂椎 8.2±6.6 6.7±5.1 4.9±5.2

終椎下部 8.2±6.9 5.9±5.8 5.9±5.5

回旋角度は終椎上部の回旋が大きく、特に X 軸中

心の回旋が大きかった。 

 

 

 
移動距離と部位にては移動距離は X 軸と Z 軸では 

終椎上部の距離が大きく、Y 軸では終椎下部の 

距離が大きかった。 

X軸移動（ｍｍ） Y軸移動（ｍｍ） Z軸移動（ｍｍ）
終椎上部 22.3±20.9 13.4±11.6 29.4±32.1
頂椎 18.0±17.1 13.1±11.0 18.7±28.0

終椎下部 13 .0±13 .0 17.8±11.7 24.9±32.8  

 



 

 装具による矯正角度とＣＴ上で移動した回旋角

度、距離との関連性においては矯正角度と回旋角

度および距離との間に有意な相関は認めなかっ

た（p＞0.05）。 

 

D. 考察 

 障害者の脊柱変形では平面的な変形だけでな

く回旋を含めた３次元的な変形を呈する症例が

多かった。特に終椎上部の回旋や移動距離が大き

く神経筋疾患の脊柱変形の特徴である可能性が

示唆された。我々の新規体幹保持装具による矯正

では矯正角度と回旋等とは有意差を認めなかっ

た。これはＣＴでの撮影が臥位での撮影であり、

新規体幹保持装具は体幹の動的なたわみを利用

するため臥位での効果が低下するためと考えら

れた。 

 しかし一方で座位や立位での評価は単純Ｘ線

しかなく、回旋を含めた荷重位での３次元的な評

価は難しい。今後は２Ｄ３Ｄマッチングなどの新

たな手法を用いて荷重位での体幹変形の詳細な

解析および装具の影響を調査する。このような解

析を基に装具への身体特性のフィードバックを

進める。 

 

E． 結論 

本研究では障害者の体幹変形を３次元評価し、

さらに新規体幹保持装具の矯正を３次元形態学

的に評価した。回旋を含めた詳細な評価を行っ

た。 
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